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そのため、イギリスは憲法の実体規範にもとづいて EU条約の交渉に臨
んだり、その批准に反対するような行動にはでてこなかった。イギリスは
条約の交渉時に、受け容れらない政策は交渉しないか参加しないという政
治戦略にでる。社会政策の分野の条約改正を拒否したり（マーストリヒト
条約時）、ユーロへは参加せず（マーストリヒト条約時）、また人の自由移動
を徹底して認める「シェンゲン協定」には参加しないので、そこだけ opt
-out（選択的不参加）する（アムステルダム条約時）、EU基本権憲章はイギ
リス国内法に影響を与えないことを確認する議定書を交わす（リスボン条
約時）、といった手法で、あくまでも政治上の政策判断に任せて、ヨーロ
ッパ統合への関与を決めてきた。イギリス国内で起きた訴訟も実体法上の
原則に EU条約の批准が反するといった主張はなかった。
イギリス固有の第二の特徴は、「国会主権の原則」の手続的本質が、（成
文憲法の国よりも）深刻で、ますます深刻化する問題をイギリスの人々に
もたらしているところにある。すなわちイギリスの憲法原則（「国会主権の
原則」にせよ「法の支配」にせよ）では、EUの一部となったイギリスにお
いて、人々の現実生活を左右する政治権力の在りかを的確に特定できず、
国民に正確に知らしめる機能を果たしていないという問題がある。
一般的にいえばリスボン条約が発効した現在の EUでは、EU諸国の
人々は、自国の憲法だけでなく、リスボン条約により改正された EU運営
条約（旧称、EC条約）の３条（EUの排他的立法権限の及ぶ政策分野）、４条
（EUと構成国の共有的な立法権限の妥当する政策分野）、６条（EUが構成国の
立法権限行使を支援・調整・補完しかできない政策分野）、５条（EUがもつ立
法権限が、排他的・共有的・支援的のどれにもなじまない政策分野）をも見
て、具体的な政策事項に、構成国の議会がどれほどの最終的な決定権限を
もつのかを判断しなければならない。つまり、いまや人々の生活を左右す
る立法権が国内と EUに分有されている、連邦的な統治手法を EUと構成
おける市民的自由の法構造』（日本評論社、2001）、江島晶子『人権保障の新局面―
ヨーロッパ人権条約とイギリス憲法の共生』（日本評論社、2002）。
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国の複合政治体はとっている。成文憲法の EU諸国は、そのことを EUへ
の権限移譲・委任といった明文により、ある程度明らかにできるが（少な
くとも EUと構成国の権限配分は EUの基本条約を見ればよいと人々に悟らせ
ることはできる）、イギリスの「国会主権の原則」は正統性の淵源が国会に
あることを示す機能と、政治権力の在りか（および在るべき所）を示す機
能が伝統的に重複してきたため、そのような伝統的な言葉遣いを維持する
だけでは、EU政治体の下でのイギリスの政治権力の在りかを的確に示す
機能を回復することはできない。その機能をいまや失っていることを国会
議員や国民に自覚させることすら、十分にはできないであろう。
ゆえに現代のイギリスの憲法論に求められているものは、EUを通じた
ヨーロッパ統合により、イギリスにはコモン・ロー憲法原則だけでなく
EUの基本条約という憲法が複合的に存在していることを明確に国民に示
す法命題を提示することである。そして現実の政治権力が、どの政策分
野・政策課題についてはどこにあるのか（ウェストミンスターか、ブリュッ
セルか）を、明確に国民にも議会の議員にも見極めさせることができるよ
うな、法的な工夫を追加することである。それが新たな説明・分析概念の
追加でなされるのか、成文憲法の制定によるのか、ダイシー憲法学説の解
体と再構築によるのか、一定の国会の審議手続の新規導入によるのか、方
策はいくつもありうるだろう。
追悼 早川弘道先生
先生は、私が本学に赴任して１年にも満たないうちに、先立たれてしまい
ました。先生とヨーロッパの現在や近未来を語る機会を一度も持てなかった
ことが悔やまれます。せめて本稿を先生の御霊前に捧げ、ヨーロッパへの想
いをお伝えできればと存じます。安らかにお眠りください。
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